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C O N T E N T S

■編集方針
本レポートは、東急リアル・エステート投資法人（以下、本投資法人）及び資産運用会社で
ある東急リアル・エステート・インベストメント・マネジメント株式会社（以下、資産運用会
社）が推進するサステナブルな社会の実現に向けた取り組みについて、投資主をはじめと
する様々なステークホルダーの皆様に対してご報告することを目的として発行しました。
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本レポートは2023年12月時点の公式HPの情報を基に作成されています。その後の最新情報については、公式HPにて随時更新していますので、そちらをご参照ください。

■ 発行年月
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資産運用会社

東急リアル・エステート・インベストメント・マネジメント
株式会社（以下、資産運用会社）は本投資法人の資産運用
受託を目的に2001年6月に設立された会社です。
資産運用会社の株主であり、本投資法人のスポンサーでも
ある東急株式会社（以下、東急（株））をはじめとする東急
グループが広範囲にわたる事業分野で培ってきたノウハウ
や人材を最大限に活用するとともに、東急（株）とのコラボ
レーション（協働）により、ポートフォリオと投資対象
エリアの継続的な価値向上に取り組んでいます。

会社名
東急リアル・エステート・インベスト
メント・マネジメント株式会社

（英文名：Tokyu Real Estate 
Investment Management Inc.）

所在地
〒150-0043
東京都渋谷区道玄坂一丁目12番1号
渋谷マークシティ　ウエスト11階

代表者 代表取締役執行役員社長　木村 良孝

設立 2001年6月27日

資本金 3億円（発行済株式数6,000株）

株主 東急株式会社（100%）

事業内容 金融商品取引業（投資運用業）

スポンサー

東急グループは、1922年の「目黒蒲田電鉄株式会社」
設 立 に 始 ま り、2023年3月31日 現 在、222社5法 人

（株式上場会社4社）で構成され、交通事業、不動産事業、
生活サービス事業、ホテル・リゾート事業を事業分野と
しています。
スポンサーである東急（株）はその中核企業として、

「まちづくり」を事業の根幹に置きつつ、長年にわたって、
日々の生活に密着したさまざまな領域で事業を進めて
います。

会社名 東急株式会社
(英文名：TOKYU CORPORATION)

所在地 〒150-8511
東京都渋谷区南平台町5-6（本社）

設立 1922年9月2日

資本金 1,217億24百万円
（2022年3月31日現在、単位未満切捨）

上場証券取引所 東京証券取引所　プライム市場

事業内容 不動産賃貸業、不動産販売業、その他事業

投資法人

東急リアル・エステート投資法人（以下、本投資法人）は、 
2003年9月10日に東京証券取引所に上場した、東急株式
会社がスポンサーの首都圏特化型REITです。投資主価値
の最大化を究極の目的とし、成長性、安定性、及び透明性
の確保を基本方針としています。投資対象地域を今後も
成長が期待される東京都心5区地域及び東急沿線地域を
中心とした首都圏に限定している点が大きな特徴です。
投資対象用途はオフィス、商業施設、住宅及びそのいずれ
かを含む複合施設としています。

投資法人名 東急リアル・エステート投資法人
（英文名：TOKYU REIT, Inc.）

所在地
〒150-0043
東京都渋谷区道玄坂一丁目12番1号
渋谷マークシティ　ウエスト11階

代表者 執行役員 木村 良孝

設立 2003年6月20日

上場 2003年9月10日

上場証券取引所 東京証券取引所不動産投資信託証券市場 
（証券コード8957）

決算期
1月・7月
決算期間は毎年2月1日から7月末日及び
8月1日から翌年1月末日）

成長力のある地域における

　競争力のある物件への投資

概要



本投資法人は、 2003年の上場以来20年、投資主価値の最大化を究極の目的に、成長性、安定性及び透明性の確保を目指して資産運用を行ってまいりました。
今後も「100年REIT（100年成長し続けるREIT）」を目指して、「成長力のある地域における競争力のある物件への投資」により、安定的な収益及び配当の確保を目指すとともに、サステナブルな
社会の実現に向けた貢献を進めるべく、取り組みを推進していきます。

上場20年の歩みとサステナビリティへの取り組み

投資法人
東京証券取引所に上場

（J-REITとして7番目）

投資法人
国内公募による新投資口発行
第三者割当による新投資口発行

投資法人
国内公募による新投資口発行
第三者割当による新投資口発行

投資法人
国内公募による新投資口発行
第三者割当による新投資口発行

投資法人   資産運用会社
環境への配慮に関する方針を策定

投資法人
初のDBJ Green Building認証取得（2物件）

投資法人
初のGRESBリアルエステイト評価

「Green Star」の評価取得
→以降9年連続取得 (2015年-2023年)

投資法人
初のBELS認証取得(1物件)

投資法人   資産運用会社
サステナビリティに関する
重要課題（マテリアリティ）の特定

投資法人
運用資産23物件において
再生可能エネルギー100％電力の導入

投資法人
初のCASBEE不動産評価認証取得（3物件）

資産運用会社
サステナビリティ方針を制定
サステナビリティ推進委員会の設置

投資法人

グリーンファイナンス・フレームワーク策定/
グリーンファイナンス・フレームワーク評価
の取得

資産運用会社
TCFD提言への賛同/
TCFDコンソーシアムへの加入

投資法人
GRESBリアルエステイト評価「4 Star」、
開示評価「A評価」への向上
初のグリーンボンドを発行

投資法人
初のグリーンローンを実施

投資法人
環境認証取得比率目標・
中長期温室効果ガス排出量削減目標の策定
TCFD定性シナリオ分析を開示

投資法人
MSCI ESG格付「BBB」への向上
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ハイライト

各種施策の進捗状況 

外部認証・評価の取得

長期目標：2050年度までにカーボンニュートラル

エネルギー使用量原単位
2024年度までに2019年度比5%削減目標

実績 20.0%削減

エネルギー

保有物件の環境認証取得比率を2025
年度までに70％以上（延床面積ベース）目標

実績 53.3%

外部認証・評価

温室効果ガス排出量原単位
2030年度、2019年度比46.2%削減

再生可能エネルギー100％
電力導入割合（延床面積ベース）

目標

実績

実績

90.4%削減

74.3%

温室効果ガス

再生可能エネルギー

水使用量原単位
2024年度までに2019年度比5%削減

有給休暇取得率70％を維持

目標

目標

実績

実績

14.0%削減

75.8%

水

有給休暇

廃棄物リサイクル率
2024年度までに2019年度以上維持

育児休暇取得率100％を維持

目標

目標

実績

実績

3.5pts向上

100%

廃棄物

育児休暇

※The use by TOKYU REIT of any MSCI ESG RESEARCH LLC or its affiliates (“MSCI”) data, and the use of MSCI logos, trademarks, service marks or index names herein, do not constitute a sponsorship, endorsement, recommendation, or promotion of TOKYU REIT by MSCI.  MSCI 
services and data are the property of MSCI or its information providers, and are provided “as-is” and without warranty.  MSCI names and logos are trademarks or service marks of MSCI.

CASBEE CASBEE不動産評価認証

BELS BELS認証

Sランク　 3物件
Aランク　9物件

評価Sランク
（★★★★★）

評価Aランク
（★★★★）

★★ 1物件 BBB

LEED LEED認証

JHEP JHEP認証

Gold（ND,NC） 1物件

AAA  1物件

4 Star 
Green Star（9年連続）

GRESB GRESBリアルエステイト評価

MSCI MSCI ESG格付
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2023年12月
東急リアル・エステート投資法人

執行役員　

トップメッセージ

東急グループは、交通事業を基盤とした「まちづくり」を事業の根幹に置き、生活に密着したさまざまな分野の事業を通じて、
質の高い、洗練された生活価値を提供します。

「美しい生活環境の創造」を目指し、ステークホルダーの皆様との信頼関係を築きながら、「調和のある社会」と、「一人ひとり
の幸せ」を追求します。

東急グループの目指すもの　

1

サステナビリティ
に対する考え方

重要課題の
特定

ステークホルダー
エンゲージメント

サステナビリティ
方針・推進体制

気候変動への
対応

環境
（Environment）

社会（Social）／
社会配慮への取り組み

社会（Social）／資産運用会社の
役職員への取り組み

ガバナンス
（Governance）

国際イニシアティブ／
外部認証・評価

グリーン
ファイナンス

本投資法人は、投資主価値の最大化を究極の目的に、「成長性」、「安定性」、「透明性」の確保を基本方針におき、「成長力の
ある地域における競争力のある物件への投資」により中長期的な資産価値の向上と利益の成長を目指しています。そして本投資法人
が2003年の上場以来掲げている投資運用の基本戦略は、スポンサーとのコラボレーション（協働）によりポートフォリオと投資対
象地域の永続的な価値向上を図る「循環再投資モデル」です。

スポンサーである東急（株）は、創業以来、100年の長きにわたり東急沿線の公共交通整備と住宅地開発を両輪として、公共性と
収益性の両立、すなわち社会課題の解決と事業成長の両立を目指し、持続的なまちづくりを推進してまいりました。本投資法人は、
スポンサーと同じ東急沿線を含む投資対象地域において、不動産のライフステージに合わせたスポンサーコラボレーションにより投
資対象地域の永続的な価値向上を目指し、中長期的なポートフォリオの資産価値の向上と利益の成長を実現してまいります。

さらに、中長期的な不動産価格の循環性に着目した「長期投資運用戦略（サーフプラン）」も合わせ、「100年REIT（100年成
長し続けるREIT）」を目指して、成長性と安定性を重視したサステナブルな投資運用に取り組みます。

サステナブルな投資運用を追求していくために、本投資法人及び資産運用会社はESG及びSDGs（持続可能な開発目標）を重要な
経営課題と位置づけ、2022年3月に資産運用会社が定めた「サステナビリティ方針」に基づき、ESGの各分野における取り組みを
推進しています。

　環境面では、気候変動は事業活動に大きな影響を及ぼす重要な課題であるという認識のもと、気候関連財務情報開示タスクフォー
ス（TCFD）提言に基づいたシナリオ分析を実施し、その結果を2023年3月に開示しました。また、環境配慮の取り組みの実効性を
高めるため、「温室効果ガス排出量原単位　2030年度、2019年度比46.2%削減・2050年度までにカーボンニュートラル」「保有
物件の環境認証取得比率を2025年度までに70％以上(延床面積ベース)」を目標として設定しています。省エネルギーへの取り組み
は短期的にはコストを伴いますが、将来のコスト低減と中長期的な資産価値の向上による機会の増大に向けた先行投資と捉え、目標
実現を目指していきます。

　社会面では、スポンサーである東急（株）の策定した「サステナブルなサプライチェーン方針」を資産運用会社も共有し、事業に
携わるサプライチェーン全体のサステナビリティに関する課題把握に努め、テナント、地域社会、取引先とステークホルダーの方々
と協働してサステナブルな社会の形成に向けた貢献を進めています。

　また、資産運用会社においても、社員一人ひとりがその能力を十分に発揮し、いきいきと働けるよう、職場環境の整備に取り組ん
でいます。

　ガバナンス面では、優れたガバナンスは競争力の源泉であり、投資主価値向上に資するものと位置付け、上場以来20年、常に高度
なガバナンス態勢を整備し、厳格に運用することで投資家保護と投資主価値の向上に努めております。

今後も本投資法人及び資産運用会社は、ステークホルダーの皆様との対話による良好な関係構築と投資対象地域の価値向上への貢
献を通じて、ポートフォリオの価値向上と投資主価値の最大化を目指すとともに、サステナブルな社会の実現に向けた貢献を進めて
まいりますので、引き続きご支援のほどお願い申し上げます。

GRIスタンダード
対照表

サステナビリティに対する考え方
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資産運用会社では2022年3月に「サステナビリティ方針」を制定いたしました。本投資法人はポートフォリオの価値向上と投資
主価値の最大化を目指すとともに、サステナブルな社会の実現に向けた貢献を進めるべく、資産運用会社と協働して取り組みを推
進してまいります。

サステナビリティ方針
Sustainability Policy

2022年3月制定

　当社（東急リアル・エステート・インベストメント・マネジメント株式会社）は、東急リアル・エステート投資法人の資産運
用会社として、「100年REIT（100年成長し続けるREIT）」を目指した投資運用を追求しています。
　当社親会社で東急リアル・エステート投資法人のスポンサーである東急株式会社は、創業以来、鉄道を基盤としたまちづくり
を中心に、事業を通じた社会課題の解決に取り組んできた歴史を持ち、「美しい時代へ」というグループスローガンのもと「サ
ステナブル経営」を基本姿勢として事業を推進しています。

当社は、東急リアル・エステート投資法人の投資主価値の最大化を究極の目的とし、成長性、安定性及び透明性の確保を目指
して資産運用を行い、「成長力のある地域における競争力のある物件」への投資とスポンサーである東急株式会社とのコラボ
レーションにより、ポートフォリオと投資対象エリアの継続的な価値向上を図ってまいりました。

東急リアル・エステート投資法人の資産運用会社として、また東急グループの一員として、「100年REIT」を目指したサステ
ナブルな成長と中長期的な投資主価値の最大化の実現には、社会の持続可能性（サステナビリティ）の向上に取り組んでいくこ
とが最重要課題であるとの認識のもと、「サステナビリティ方針」を制定します。

１．環境への配慮
　省エネルギーの推進や再生可能エネルギー活用の取り組みによる脱炭素社会への移行や気候変動への対応、節水や廃棄物削減
による循環型社会の実現等、環境に配慮した取り組みを推進します。またこれらを通じた物件価値の向上に努め、エリア価値の
向上・美しい生活環境の創造に貢献します。

２．社会への貢献
　投資主、テナント、取引先、地域社会、役職員をはじめ様々なステークホルダーとの対話を重ね、信頼関係を築きながら、協
働してサステナブルな社会の形成に向けた取り組みを推進します。
　資産運用の礎は人材にあるという認識のもと、役職員の多様性を尊重し、個々の能力を最大限発揮できるよう、柔軟な働き方
を選択できる環境づくりに努めるとともに、積極的な人材育成により組織能力の向上を目指します。

３．ガバナンス体制の確立
　優れたガバナンスが競争力の源泉であるという認識のもと、より高度な「コンプライアンス」、「リスクマネジメント」態勢
の構築と実効性の確保に努めます。役職員は、投資運用業者として、その社会的責任と公共的使命を認識し、法令規則の遵守に
とどまらず、一人ひとりが高い倫理観を持ち、誠実かつ適切に業務を遂行し当社及び社会のサステナブルな成長に貢献します。

４．情報開示による透明性の確保
　全てのステークホルダーに対し、本方針及びサステナビリティに関する取り組み状況について、適時、適切な情報開示を積極
的かつ継続的に行い、信頼関係の構築、経営の透明性確保に努めます。

サステナビリティ方針・推進体制

サステナビリティ方針

<サステナビリティ推進体制>

サステナビリティ推進体制

機関 主な役割

取締役会
サステナビリティ方針を定め、サステナビリティ最高責任者等から定期的にサステナビリ
ティに関する取り組み状況の報告を受け、必要な意思決定を行い、サステナビリティに関す
る活動状況を監督する。

サステナビリティ最高責任者
（執行役員社長）

サステナビリティが経営を行う上での最重要課題であることを認識した上で適切な経営資
源の配分を行う。

サステナビリティ統括責任者
（執行役員経営企画・財務・IR担当）

資産運用会社のサステナビリティに関する事項を統括し、サステナビリティ最高責任者の
補佐を行う。

サステナビリティ推進委員会

委員長︓サステナビリティ統括責
任者
委員︓常勤役員、執行役員及び各
部門長
事務局︓財務・IR部長（事務局
長）、事務局長が指名する各部門
の担当者

サステナビリティ方針に基づき、サステナビリティに関する取り組みを継続的かつ組織的に
推進するため、協議、検討及び報告を行う。

開催頻度︓原則として3か月に1回以上開催（2022年度開催実績︓10回）
主な審議内容︓
①基本方針
②経営の重要課題（マテリアリティ）
③各種目標の設定及び各種施策の進捗管理
④気候変動関連のリスク・機会の評価・管理
⑤ESGファイナンス
⑥情報開示
⑦その他、委員長又は事務局長が必要と認めた事項
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サステナビリティ
に対する考え方

重要課題の
特定

ステークホルダー
エンゲージメント

サステナビリティ
方針・推進体制

気候変動への
対応

環境
（Environment）

資産運用会社では、「サステナビリティ方針」に基づき、サステナビリティに関する取り組みを継続的かつ組織的に推進・協議
するための体制整備の一環として、サステナビリティ推進委員会を設置しています。また、更なる社内体制の強化を目的に、2023
年2月に「サステナビリティ基本規程」を制定し、同規程に基づいた以下の体制により、サステナビリティに関する各種施策を推
進しています。

社会（Social）／
社会配慮への取り組み

社会（Social）／資産運用会社の
役職員への取り組み

ガバナンス
（Governance）

国際イニシアティブ／
外部認証・評価

グリーン
ファイナンス

GRIスタンダード
対照表



特定プロセス……………………………………… 3

重要課題（マテリアリティ）と
関連性の強いSDGs………………………………… 3

重要課題（マテリアリティ）の特定C O N T E N T S
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https://ir.tokyu.co.jp/ja/ir/library/integrated_report.html


ステークホルダーエンゲージメント…………… 4

顧客本位の業務運営方針………………………… 4

ステークホルダーエンゲージメントC O N T E N T S



　
を進めています。

ステークホルダーとのエンゲージメント 主な取り組み

投資主
・投資家 対 ・積極的なIRの実施

・外部評価・認証の取得

テナント
・防災・BCP対策の推進

PM会社
取引先

・サステナビリティに関する価値観の共有・取り組
みの協働

・プロパティ・マネジメント（以下、PM）会社評価の
実施

・合同勉強会の開催

役職員 ・
できる職場環境の実現 ・快適な職場環境の確保とワークライフバランスの推進

・ダイバーシティマネジメントの推進

地域社会 ・地域社会の発展への貢献
・地域の防災活動との連携
・地域社会との交流・イベントの開催

ス ーク ー ン ー ン

ス ーク ー ン ー ン

 
業務運営に取り組んでいます。

（ ） こちら

の業務

4

サステナビリティ
に対する考え方

重要課題の
特定

ステークホルダー
エンゲージメント

サステナビリティ
方針・推進体制

気候変動への
対応

環境
（Environment）

社会（Social）／
社会配慮への取り組み

社会（Social）／資産運用会社の
役職員への取り組み

ガバナンス
（Governance）

国際イニシアティブ／
外部認証・評価

グリーン
ファイナンス

GRIスタンダード
対照表

https://www.tokyu-reim.co.jp/principle/


気候変動に対する現状認識……………………… 5

気候関連財務情報開示
タスクフォース（TCFD）提言への賛同…………… 5

ガバナンス体制…………………………………… 5

戦略………………………………………………… 6

リスク管理………………………………………… 8

指標と目標………………………………………… 8
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気候変動への対応

対

（ ）
組織である「TCFDコンソーシアム」に参加しています。

TCFD（T ）
（ ） 対

表しています。

気候変動に対する現状認識

気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言への賛同

（ 対 ）

制により、サステナビリティに関する各種施策を推進しています。

<サステナビリティ推進体制>

機関 主な役割

取締役会
サ

ティに関する活動状況を監督する。

（ ）
サ

サステナビリティ統括責任者
（ ）

サステナビリティ推進委員会
サ

サステナビリティ推進体制についてはこちら

＜PDCAサイクルに基づくサステナビリティ推進イメージ＞

ガバナンス体制
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https://www.tokyu-reit.co.jp/sustainability/policy


◆世界観

1.5℃・2℃未満シナリオの世界観
1.5℃・2℃未満シナリオは、脱炭素社会の実現に向けた厳しい政策・規制の導入により、低炭素技術が発展、温室効果ガス排
出量が削減され、世界全体の産業革命前からの気温上昇幅を一定程度抑えられることを想定しています。そのため、物理リス
クは4℃シナリオと比較して低く抑えられますが、社会構造の変化により、移行リスクは高まります。

4℃シナリオの世界観
4℃シナリオは、脱炭素社会の実現に向けた政策・規制の導入が遅れ、温室効果ガス排出量を抑えることができず、世界全体
の気温が産業革命前から4℃程度上昇することを想定しています。そのため、移行リスクは1.5℃・2℃未満シナリオと比較し
て低く抑えられますが、気候変動の影響により異常気象の増加等、物理リスクは高まります。
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資産運用会社は、気候変動が本投資法人にもたらす影響についてTCFD提言に基づき、複数シナリオ（1.5℃・2℃未満シナリオと
4℃シナリオ）に基づいて分析し、事業活動に影響を与える気候変動リスクと機会を特定・評価しています。

◆シナリオ分析の対象範囲
本投資法人のバリューチェーン上における資産の保有・運用部分を主な分析対象範囲とし、資産の取得・譲渡時及び資金調達に与
える影響についても念頭において、シナリオ分析を実施しました。

戦略
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グリーン
ファイナンス

GRIスタンダード
対照表



◆気候変動に関する主なリスクと機会
資産運用会社では、本投資法人のポートフォリオに影響を及ぼす気候変動のリスクと機会を特定し、各リスクと機会の影響度が最
大となるシナリオにもとづいて評価しています。移行リスク・機会については1.5℃・2℃未満シナリオに、物理リスク・機会につ
いては4℃シナリオにもとづいて、それぞれのリスク・機会、影響度を評価し、対応策を検討しています。

リスク・機会 事業への影響
影響度

対応策
2030年 2050年

移
行
リ
ス
ク

政策・
法規制

炭素税の導入・排出権取
引制度の強化

・カーボンプライシング等による温
室効果ガス排出量規制の強化によ
り、財務的な負担が増加する。

中 中

法規制、エネルギー効率
評価に関する表示制度、
開示要件の強化・拡充

・情報開示要件が強化・拡充され、対
応の負担が増加する。

・既存物件の環境認証取得の要請が高
まり、保有物件の環境認証取得が増
加し、財務的な負担が増加する。

小 小

・環境認証取得比率目標の
達成に向けた計画的な認
証取得

・環境認証取得物件への入
替、新規取得

レトロフィット費用の増加
（温室効果ガス排出規制対
応等による改修コストの増
加）

・法規制の強化や顧客需要の変化へ
の対応により、既存物件をZEB
化・ZEH化するための改修費用が
発生する。

大 大

・ZEB・ZEH化対応工事の
推進

・省エネルギー性の高い物
件の取得

市場

エネルギー価格高騰
・電力価格や天然ガス価格等の高騰

により、エネルギ ーコストが上昇
する。

大 大

・省エネルギー関連工事の
実施によるエネルギー使
用量削減

・再生可能エネルギー
100%電力の継続的な導入

・創エネルギーの検討

顧客需要の変化

・環境性能の高い物件の需要が高ま
り、物件取得価格の高騰等、取得
環境が激化する。

・環境性能が劣る保有物件の需要が
減少し、競争力が低下する。

大 大

・環境認証取得比率の目標
達成に向けた計画的な認
証取得

・設備更新・改修等による
既存保有物件のエネル
ギー効率向上

・物件取得時におけるESG
評価基準の導入

・ESG・気候変動対応の推
進、開示内容の充実

・外部機関によるESG評価
向上に向けた取り組み推進

評判
投資家・金融機関の
評価・姿勢の変化

・投資家・金融機関のESG投融資姿
勢、企業評価が変化する。

・ESG・気候変動対応の遅れに伴う
評価低下。

・ESG評価の低下に伴い資金調達コ
ストが増加する。

中 中～大

・積極的なサステナブル
ファイナンスの活用

・ESG・気候変動対応の
推進、開示内容の充実

・外部機関によるESG評
価向上に向けた取り組
み推進

・再生可能エネルギー
100％電力の継続的な導入

・目標の達成に向けたエネ
ルギー使用量の計画的低減

リスク・機会 事業への影響
影響度

対応策
2030年 2050年

物
理
リ
ス
ク

小 小

急性 異常気象の増加

慢性 平均気温上昇による影響

・異常気象が増加することにより、自
然災害のリスクが高い物件の資産価
値が減少する。

・洪水や高潮等、異常気象の被害を受
けた物件の修繕費用・保険料支払額
が増加する。

・洪水や高潮等、異常気象の被害を受
けた物件が営業機会を失う。

・ハザードマップ等によ
るリスクの把握

・防水板、非常用電源の
設置、BCP策定等によ
る被災リスクの軽減

・テナントへの防災情報
の提供

小 小

・異常高温により、物件の冷房コス
トが増加する。

・海面上昇等に対する改修費用(嵩
上げ等)が発生する。

・省エネルギー関連工事
の実施によるエネル
ギー使用量削減

・嵩上げ等、リスクに対
する改修対応実施

・防水板、非常用電源の
設置、BCP策定等によ
る被災リスクの軽減

・テナントへの防災情報
の提供
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リスク・機会 事業への影響
影響度

対応策
2030年 2050年

機
会

エネル
ギー源

再生可能エネルギーの普
及による費用減少

中 中～大

・再生可能エネルギー
100％電力の継続的な
導入

・省エネルギー関連工事
の実施によるエネル
ギー使用量削減

・創エネルギー検討

・脱炭素に向けた要請の高まりに伴
い、再生可能エネルギーの供給量が
増大し、調達コストが減少する。

・省エネルギー・創エネルギーにより
エネルギーコストが減少する。

・環境認証取得比率の目
標達成に向けた計画的
な認証取得

・設備更新・改修等によ
る既存保有物件のエネ
ルギー効率向上

・物件取得時における
ESG評価基準の導入

・ESG・気候変動対応の
推進、開示内容の充実

・外部機関によるESG評
価向上に向けた取り組
み推進

大 大グリーンビルディング
の需要増加

・顧客需要の変化により、環境性能
の高い物件の賃料収入・入居率が
増加する。

製品・
サービ
ス

市場

ESG投資における評価
向上、サステナブル
ファイナンスによる資
金調達コストの低減

・積極的なESG、気候変動関連の取
り組み実施や情報開示の拡充に
より、ESG評価が向上し、ステー
クホルダーの選好性が向上する。

・サステナブルファイナンスの活用に
より、投資家・金融機関層の拡大を
通じた資金調達基盤の拡大、資金調
達コストの低減が期待できる。

・積極的なサステナブル
ファイナンスの活用

・ESG・気候変動対応の
推進、開示内容の充実

・外部機関によるESG評
価向上に向けた取り組
み推進

中 中～大

レジリ
エンス

レジリエンスの高い物
件の評価向上

・災害へのレジリエンスが高い物
件の競争優位性が評価され、賃
料収入・入居率が増加する。

・ハザードマップ等によ
るリスクの把握

・防水板、非常用電源の
設置、BCP策定等によ
る被災リスクの軽減

・テナントへの防災情報
の提供

・レジリエンス向上に向
けた対応の推進、開示
内容の充実

◆分析結果と今後の対応
今回のシナリオ分析の結果を踏まえ、環境負荷低減、災害へのレジリエンス強化に寄与する取り組みの推進を継続・強化すると
ともに、シナリオ分析の精緻化や対応策の見直しを通じてリスクの低減と機会の最大化に努め、事業のレジリエンスをさらに強
化してまいります。

小 中

◆リスクの特定・評価
気候変動がもたらすリスクと機会、ポートフォリオへの影響度及び発生可能性については、以下のプロセスで特定・評価をしてい
ます。

＜リスクの特定・評価プロセス＞

◆リスクの管理・全社リスクマネジメントプロセスへの統合
特定・評価した気候変動リスク・機会の内容及び対応策を年に1回見直し、サステナビリティ推進委員会にて報告・協議を行いま
す。また、その内容は全社リスクマネジメントプロセスに統合し、「リスクマネジメント基本方針」及び「リスクマネジメント規
程」に基づくリスクマネジメントサイクル内で管理します。

＜リスクの管理プロセス＞

リスク管理

資産運用会社は、気候変動によるリスクの軽減及び中長期的な資産価値の向上を目的に、本投資法人の資産運用に際し、以下の
目標を設定し、取り組みの実行およびモニタリングの実施による環境パフォーマンスの改善を図っています。

◆温室効果ガス排出量

設定目標

指標と目標

＊削減目標はScope1、2、3（Scope1は共用部分における都市ガスの使用量、Scope2は共用部分における電気、温冷水、蒸気の使用量、Scope3は専用部分およびテナント直契約分の電

気、温冷水、都市ガスの使用量）を対象とします。

＊共有又は区分所有物件については持分換算を行います。

環境パフォーマンスデータ（温室効果ガス排出量の状況）についてはこちら

◆グリーンビルディング

設定目標

環境認証の取得状況についてはこちら
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https://www.tokyu-reit.co.jp/sustainability/environment
https://www.tokyu-reit.co.jp/sustainability/certification
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環境（Environment）C O N T E N T S



環境（Environment）

本投資法人及び資産運用会社では、省エネルギーの推進や再生可能エネルギー活用の取り組みによる脱炭素社会への移行や気候
変動への対応、節水や廃棄物削減による循環型社会の実現等、環境に配慮した取り組みを推進し、その活動状況につき投資家等と
のコミュニケーションを図っています。

＜本投資法人＞

環境への配慮に関する方針
Environmental Policy

2014年3月制定

１．背景と目的
　グローバルの不動産投資運用業界においては、温室効果ガス排出の多くが不動産セクターに起因することを背景に、国連責
任投資原則（PRI）、およびその不動産版である「責任ある不動産投資」（RPI）が普及し、運用業務の全般において環境への
配慮の重要性が広く認識されつつあります。

　本投資法人は、投資主価値の最大化を究極の目的とし、成長性、安定性及び透明性の確保を目指しています。そのために
は、業務運営における環境への配慮と、その取組みの適切な開示がますます重要になっていくと考えており、ここに「環境へ
の配慮に関する方針」を策定します。

２．環境への配慮に関する方針
　本投資法人は、不動産投資運用における環境への配慮の重要性を認識し、企業の社会的責任として、環境負荷の低減や、持
続可能な社会の実現を目指した取組みを継続していきます。

（１）環境への配慮に関する取組みの推進
①省エネルギーと低炭素化の推進
②節水と廃棄物削減の推進
③安全衛生や快適性の配慮

（２）環境への配慮に関する推進体制の整備
①責任ある法人としての体制の整備
②社外の関係者との協働

以 上

＜資産運用会社＞
「環境への配慮に関する方針」はこちら

環境への配慮に関する方針

◆設定目標

◆環境パフォーマンスデータ（エネルギーと温室効果ガス排出量の状況）

省エネルギーと低炭素化の推進

2019年度
2019年2月～2020年1月

2020年度
2020年2月～2021年1月

2021年度
2021年2月～2022年1月

2022年度
2022年2月～2023年1月

2019年度比

エネルギー
使用量
(GJ)

117,422※
（378,864）

105,194※
（364,489）

93,178※
（336,496）

52,740※
（264,635）

-64,682
（-114,229）

- 55.1%
(-30.2%)

電気
103,071　

（345,637）
90,544　

（328,249）
82,533　

（308,374）
49,387　

（243,022）
-53,684

（-102,615）
-52.1%

(-29.7%)

ガス
179　

（3,121）
886　

（7,921）
434　

（6,679）
1,574　

（15,345）
1,395

（12,224）
779.3%

(391.7%)

その他熱
14,171　

（30,105）
13,763　

（28,319）
10,210　

（21,442）
1,778　

（6,268）
-12,393

（-23,837）
-87.5%

(-79.2%)

原単位
（GJ/㎡）

（1.809） （1.613） （1.553） （1.446） （-0.362） (-20.0%)

温室効果
ガス排出量

(t-CO₂)

　19,039　 　16,132　 　8,675　 1,597　 -17,442 -91.6%

Scope1 8※ 44※ 21※ 78※ 70 875.0%

Scope2 5,467※ 4,586※ 2,363※ 161※ -5,306 -97.1%

うち、offset 0　 -5 -1,785 -2,388 -2,388 ー

Scope3 13,564※ 11,501　 6,289※ 1,358※ -12,206 -90.0%

うち、offset 0　 -30 -4,526 -8,317 -8,317 ー

原単位
（t-CO₂/㎡）

0.091　 0.071　 0.040　 0.009　 -0.082 -90.4%

独立第三者の保証報告書

＊エネルギー使用量、温室効果ガス排出量は2月～翌1月の事業年度単位で集計しています。
＊原則として、上記はすべて各年度における底地を除く不動産ポートフォリオ全体での数値であり、共有又は区分所有物件については持分換算を行っています。
＊エネルギー使用量は、本投資法人が管理権原を有する部分を対象に算定しており、括弧内はテナントによる排出量を含めた実績値を記載しています。
＊ガス使用量は、テナント直接契約分等集計困難なデータを一部対象外としています。
＊原単位は以下の計算方法で算出しています。原単位＝使用量÷（延床面積（期中保有日数加重平均）×保有持分×年間平均稼働率）
＊原単位における延床面積は物件内で集計困難なデータ部分（住居部分等）を除外しています。
＊Scope1は共用部分における都市ガスの使用量、Scope2は共用部分における電気、温冷水、蒸気の使用量、Scope3は専用部分およびテナント直契約分の電気、温冷水、都市ガスの使用量
をそれぞれ記載しています。
＊うち、offsetとは、温室効果ガス排出量のうち、FIT非化石証書の活用または生グリーン電力の導入に伴う、GHGオフセット分の数値を記載しています。
＊※を付したデータは独立第三者による限定的保証を受けています。
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https://www.tokyu-reit.co.jp/files/page/TRE/1403_csr_treim.pdf
https://www.tokyu-reit.co.jp/files/page/%E7%8B%AC%E7%AB%8B%E7%AC%AC%E4%B8%89%E8%80%85%E3%81%AE%E4%BF%9D%E8%A8%BC%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B820230316J.pdf
https://www.tokyu-reit.co.jp/files/page/%E7%8B%AC%E7%AB%8B%E7%AC%AC%E4%B8%89%E8%80%85%E3%81%AE%E4%BF%9D%E8%A8%BC%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B820220210J.pdf
https://www.tokyu-reit.co.jp/files/page/%E7%8B%AC%E7%AB%8B%E7%AC%AC%E4%B8%89%E8%80%85%E3%81%AE%E4%BF%9D%E8%A8%BC%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B820220629J.pdf
https://www.tokyu-reit.co.jp/files/page/%E7%8B%AC%E7%AB%8B%E7%AC%AC%E4%B8%89%E8%80%85%E3%81%AE%E4%BF%9D%E8%A8%BC%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B820230816J.pdf


◆再生可能エネルギー100%電力の導入

再生可能エネルギー100%電力を本投資法人の底地物件を除いた運用資産全 30 物件（2023年7月末時点）の合計延床面積（注）
の 74.3%（26物件）で導入

（注）区分所有建物で一部の持分を有する場合は保有割合による専有面積、共有物件で一部の持分を有する場合は保有割合による延床面積または専有面積を用いて算出しています。

◆主な取り組み

省エネルギー関連工事の主な実績（2023年1月期（第39期）・ 2023年7月期（第40期） ）
・空調機器更新
（cocoti（ココチ）、TOKYU REIT虎ノ門ビル、秋葉原三和東洋ビル、青山オーバルビル、二子玉川ライズ）
・エレベーター更新
（TOKYU REIT第２新宿ビル）
・LED化工事

86.5％

電気自動車用充電スタンドの設置（東急虎ノ門ビル）

省エネルギー診断
外部事業者による省エネルギー診断を実施し、運用改善の検討・実施
（TOKYU REIT新宿ビル）

関連法令への対応
東京都港区「港区民の生活環境を守る建築物の低炭素化の促進に関する条例」に基づき、該当物件について「港区地球温暖化
対策報告書」を提出
（TOKYU REIT虎ノ門ビル、東急虎ノ門ビル）

届出内容及び港区地球温暖化対策報告書制度の概要についてはこちら

オフィス専用部のLED化進捗率
(総賃貸可能面積ベース)

◆設定目標

節水と廃棄物削減の推進

◆環境パフォーマンスデータ（水使用量・廃棄物管理の状況）

2019年度
2019年2月～2020年1月

2020年度
2020年2月～2021年1月

2021年度
2021年2月～2022年1月

2022年度
2022年2月～2023年1月

2019年度比

水使用量
(㎥)

85,296※
（189,826）

60,912※
（144,461）

52,817※
（134,956）

40,653※
（142,675）

-44,643
（-47,151）

-52.3%
(-24.8%)

原単位
（㎥/㎡）

（0.906） （0.639） （0.623） （0.780） （-0.127） (-14.0%)

廃棄物排出量
(t)

2,765※ 　2,145※ 1,433※ 928※ -1,837 -66.4%

廃棄物の処理方法
による割合(%)

リサイクル率 54.2　 53.6　 57.7　 57.7　 3.5pts

独立第三者の保証報告書

＊水使用量は2月～翌1月、廃棄物排出量は４月から翌３月の事業年度単位で集計しています。
＊原則として、上記はすべて各年度における底地を除く不動産ポートフォリオ全体での数値であり、共有又は区分所有物件については持分換算を行っています。
＊水使用量は本投資法人が管理権原を有する部分を対象に算定しており、括弧内はテナントによる排出量を含めた実績値を記載しています。
＊原単位は以下の計算方法で算出しています。原単位＝使用量÷（延床面積（期中保有日数加重平均）×保有持分×年間平均稼働率）
＊原単位における延床面積は物件内で集計困難なデータ部分（住居部分等）を除外しています。
＊※を付したデータは独立第三者による限定的保証を受けています。

◆主な取り組み

節水関連工事の主な実績（2023年1月期（第39期）・ 2023年7月期（第40期） ）
・化粧室改修工事
（二子玉川ライズ）

資産運用会社では、物件取得にあたり実施するデューデリジェンスにおいて、現地調査や売主からの開示資料に加え、調査に関
して十分な能力と経験を有する第三者によるエンジニアリング・レポート等を取得し、アスベスト、土壌汚染、水質汚染、PCB含
有機器の使用、フロンガス及びハロンガスの使用等の有害物質の有無を確認しています。また、環境リスクに応じて必要があれ
ば、より詳細な追加調査を実施しています。

物件取得時における環境リスク評価
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https://www.city.minato.tokyo.jp/chikyuondanka/tikyuondankataisakuhoukokusyo.html
https://www.tokyu-reit.co.jp/files/page/%E7%8B%AC%E7%AB%8B%E7%AC%AC%E4%B8%89%E8%80%85%E3%81%AE%E4%BF%9D%E8%A8%BC%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B820230316J.pdf
https://www.tokyu-reit.co.jp/files/page/%E7%8B%AC%E7%AB%8B%E7%AC%AC%E4%B8%89%E8%80%85%E3%81%AE%E4%BF%9D%E8%A8%BC%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B820220210J.pdf
https://www.tokyu-reit.co.jp/files/page/%E7%8B%AC%E7%AB%8B%E7%AC%AC%E4%B8%89%E8%80%85%E3%81%AE%E4%BF%9D%E8%A8%BC%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B820220629J.pdf
https://www.tokyu-reit.co.jp/files/page/%E7%8B%AC%E7%AB%8B%E7%AC%AC%E4%B8%89%E8%80%85%E3%81%AE%E4%BF%9D%E8%A8%BC%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B820230816J.pdf


本投資法人では、新規に締結する賃貸借契約には原則としてグリーンリース条項を導入し、テナントやPM会社と協働して環境負
荷の低減に取り組んでいます。グリーンリース条項には、エネルギー消費量データの共有、環境認証等の取得、物件で使用する資
源のサステナブルな調達（注1）、廃棄物削減等、物件の環境パフォーマンスの向上及び快適性・生産性の維持・向上に協働して
取り組んでいくことを定めています。

グリーンリース導入比率（注2） 79.4％

（注1）環境負荷の低い製品（リサイクルぺーパー、土に戻り易い資材等）の調達のことを指します。
（注2）2023年7月期（第40期）中に新規で締結した契約（変更覚書を含む）におけるグリーンリースの割合を契約本数ベースで示しています（二子玉川ライズ及び住宅区画を除く）。

二子玉川ライズでは、周辺の豊かな自然環境と調和した街づくりを目指す一環として、大規模な屋上緑化施設を含む「水と緑の
公開空地」を整備しています。多摩川の河岸段丘や等々力渓谷をイメージしたデザインを採用し、低層棟上部には約6,000㎡の
ルーフガーデンを設置し、施設全体で豊かな自然を感じられる空間を提供しています。

グリーンリースの導入

生物多様性の保全

©Futakotamagawa Rise

二子玉川ライズの環境への取り組みはこちら
JHEP認証の取得はこちら

◆都市再開発プロジェクトによって開発された物件への投資

本投資法人は都市再開発プロジェクトによって開発された物件への投資を通して、対象地域の活性化に貢献しています。

取り組み事例（二子玉川ライズ）
二子玉川ライズは二子玉川駅周辺の関係権利者、東急（株）及び東急不動産（株）が長年にわたって推進した市街地再開発事
業によって開発された商業・オフィス・ホテル・住宅などの複合用途施設です。二子玉川ライズの開発によって二子玉川駅の
乗降人員は大幅に増加しており、二子玉川エリアは職・住・遊が融合する街として、今後も発展が見込まれています。敷地全
体で約1万㎡の緑化を行うとともに、「LEED ND（まちづくり部門）」において世界初のゴールド認証を取得するなど、自然
との調和や環境・サステナビリティにも配慮した再開発です。にぎわいの創出やエリアブランド向上を目的として地域と協働
してタウンマネージメントに取り組んでおり、広場を活用した各種イベントの実施や景観整備、地域活動への参加などを通し
て二子玉川エリアの活性化に貢献しています。本投資法人は2023年から物件所有者の一員としてタウンマネージメント活動を
推進しています。

二子玉川ライズの歴史、開発概要についてはこちら
二子玉川ライズのタウンマネージメントの取り組みについてはこちら

なお、本投資法人のスポンサーである東急（株）は上述した二子玉川ライズをはじめとして、東急沿線地域を中心に市街地再開
発事業、都市再生事業、土地区画整理事業へ参画し、大規模複合施設の開発やまちづくりに取り組んでいます。

都市開発に関する取り組み
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◆既存開発地域における再開発への投資

既存開発地域における再開発物件については、土壌汚染リスクへの対応状況や環境関連法令等の遵守状況を十分に確認した上で投
資を行っています。なお、2022年6月に竣工した東急虎ノ門ビルの増築工事では、汚染土壌を除去した上で工事を実施しました。

◆未開発⽤地の開発に対する姿勢

未開発用地における開発物件については、当該開発行為による自然環境や生態系に対する影響や環境法令等の遵守状況、環境認証
の取得状況等を考慮した上で投資を行います。

サステナビリティ
に対する考え方

重要課題の
特定

ステークホルダー
エンゲージメント

サステナビリティ
方針・推進体制

気候変動への
対応

環境
（Environment）

社会（Social）／
社会配慮への取り組み

社会（Social）／資産運用会社の
役職員への取り組み

ガバナンス
（Governance）

国際イニシアティブ／
外部認証・評価

グリーン
ファイナンス

GRIスタンダード
対照表

https://www.rise.sc/whatsrise/environment/
https://www.tokyu-reit.co.jp/sustainability/certification
https://www.rise.sc/whatsrise/history/
https://www.rise.sc/whatsrise/townmanagement/
https://www.rise.sc/whatsrise/townmanagement/


◆東急（株）グループ　環境ビジョン2030

スポンサーの環境への取り組み

環境と調和する街のコンセプト・イメージ

取り組み目標（脱炭素・循環型社会）

環境ビジョン2030の詳細はこちら
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外部認証・評価

グリーン
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対照表

https://tokyu.disclosure.site/ja/135/
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地域社会への取り組み……………………………15
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会（ ） 会 への

（ ）
サイトに掲載しています。

（ ） こちら

◆

IRライブラリーはこちら
こちら

ス ーク ーへの情報開示と対

ダイワJ-REITキャラバン2023

テナントから選ばれる物件であり続けることが、投資主価値向上のために重要であるという認識のもと、テナントの安全・快適

◆

防災・BCP対策の推進（各物件）

防災訓練の実施

テ 覆面調査
覆面調査

キ 店

＜2022年度の取り組み事例＞

・
・店
・
・パーソナルカラー診断実践研修
・接客ロールプレイング研修
・覆面調査（飲食店舗対象）

ナン の ・ の

調査
対象 調査 （

） 店舗
しています。これらの結果を踏まえて、テナント従業員向け研修やイベントの実施、ビル環境の整備等をしています。
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サステナビリティ
に対する考え方
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社会（Social）／資産運用会社の
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ガバナンス
（Governance）

国際イニシアティブ／
外部認証・評価

グリーン
ファイナンス

GRIスタンダード
対照表

https://www.tokyu-reit.co.jp/ir/disclosure
https://www.tokyu-reit.co.jp/ir/library
https://www.tokyu-reit.co.jp/investor/reit


テナント従業員向け施策の実施
調査

様々な施策を実施しています。

・映画観賞会の開催
テナント従業員向けに無料映画観賞会を実施

・従業員優待証やクーポン券の配布
対

・スケートガーデン開放イベントの実施
テナント従業員向けに施設内のスケートガーデンを無料開放するイベントを実施

セールや年末年始等の繁忙期に、テナント従業員への感謝の気持ちを込めた様々な従業員応援企画を実施

・無料マッサージ企画の実施

・T

・東急番町ビル

オフィスワーカー向けキッチンカーの誘致（東急番町ビル）
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ファイナンス
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対照表



サプライチェーンマネジメント

スポンサーである東急（株）及び連結子会社は、鉄道を基盤としたまちづくりを中心に、事業を通じた社会課題の解決に取り組
んでおり、多岐にわたる事業を展開する中で、多様なサプライチェーンを構築しています。

東急（株）は、グローバルなサプライチェーンの責任ある一員として、自社のみならずサプライチェーンも含めた人権および環
境への課題解決の取り組みが求められていることを認識し、「サステナブルなサプライチェーン方針」を策定しています。また、
人権や環境問題に対する考え方をお取引先さまにも共有し、原材料・商品調達を含む取引全般におけるサプライチェーン上の環
境・社会リスクを認識し、事業活動を通じ、関係するサプライチェーンの課題把握に努め、持続可能な社会の実現に向けた最適な
事業活動に取り組んでいます。資産運用会社も連結子会社として、この方針を共有してサプライチェーンも含めたサステナビリ
ティに関する課題の解決に努めてまいります。

サステナブルなサプライチェーン方針
Sustainable Supply Chain Policy

2023年4月1日　改定

　当社（東急株式会社）および連結子会社は、「美しい時代へ－東急グループ」をグループスローガンとして掲げ、「美しい
生活環境を創造し、調和ある社会と、一人ひとりの幸せを追求する。」をグループの存在理念として共有しています。
　このスローガン、存在理念の下では、当社（東急株式会社）および連結子会社の国内外における調達活動を含めた取引全般
において、関係法令等が遵守され、自由な競争に基づく公正、公平かつ透明な手続きがとられるとともに、品質の確保、最適
な価格設定、納期の遵守に加え、人権、環境等への配慮が行われること、サプライチェーン全体で社会的価値と経済的価値の
創造に寄与する、責任ある活動となっていることが必要と考えます。
　本方針は、当社（東急株式会社）および連結子会社が、お取引先さまとともに、持続可能な社会の実現に向け、社会から求
められる責任を果たしていくために、「国連グローバル・コンパクト」の署名企業として、4分野（ 人権・労働・環境・腐敗防
止）10原則等の国際的な規範を尊重し、ともに遵守すべき事項を定めたものです。
　当社（東急株式会社）および連結子会社の事業、製品、サービスに関係するお取引先さまにおいては、本方針の趣旨と内容
をご理解いただき、当社（東急株式会社）および連結子会社とともに実践いただきたく、ご協力をお願いするものです。

全文はこちら

◆サプライヤー関連の違反・事故
本投資法人および資産運用会社において、ステークホルダーに影響を与えるサプライヤー関連の重大な違反・事故はありません
（2022年度）。

◆東急グループのステークホルダーとの対話窓口
東急グループのお客さまご案内窓口として、電話・手紙・Webサイトからお問い合わせ、ご意見・ご要望を承る「東急お客さまセ
ンター」を開設しています。

東急お客さまセンターについてはこちら

◆PM会社との協働

PM評価の実施
資産運用会社では、PM会社の取引継続の可否を検討するために、委託先のPM会社に対して年1回、 PM評価を実施していま
す。PM評価の結果についてはフィードバックを行い、その際、改善が必要な項目については改善を指導しています。

＜PM評価の主な内容＞
・PM会社の体制（事業安定性、PM業務遂行体制、BCP対応、BM会社の選定・管理及び監督体制）
・PM業務の取り組み（テナント営業管理、施設維持管理、資産保全管理、環境対応）
・PM報酬の水準

PM会社との合同勉強会の実施
資産運用会社では、資産運用会社の物件の取得・運用の担当者、PM会社の担当者を対象に従業員各々の専門的能力、実務レベ
ルを向上させ、REIT・不動産運用のプロフェッショナルを育成することを目的として、外部講師を招聘した勉強会を開催して
います。また、ESGの観点からより良いプロパティ・マネジメントを実践するために物件の環境性能等に関する内容も取り扱っ
ています。

＜開催実績＞

2020年度 2021年度 2022年度

開催回数 1回 2回 4回

＜研修テーマ例＞
・建築基準法
・建築物省エネ法
・建築設備の基礎知識(省エネ設備等)

 空調設備勉強会（2023年）

　地域社会との対話・連携により、地域とともに発展することを目指して、地域コミュニティへの貢献につながる様々な取り組み
を実施しています。

地域社会への取り組み

◆地域の安全快適性の向上

地域の防災拠点（二子玉川ライズ）
世田谷区と「災害発生時における帰宅困難者の受入れの協力に関する協定書」を締結し、有事の際に合計2,200名が3日間凌
げる備蓄品を確保。年に1回帰宅困難者受入訓練を実施するなど災害発生時の防災拠点となっています。

©Futakotamagawa Rise
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対照表

https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-tokyucorp-s3/pdf/Sustainable_supply_chain_policy.pdf?231024
https://www.tokyu.co.jp/customer/


（ ）

©Futakotamagawa Rise

対 （ ）
・防潮板の設置

©Futakotamagawa Rise

©Futakotamagawa Rise

（ ）
（ ）

食 （ ）
食 （ ）

（ ）
（ ） 食

（ ）
対

全で快適な環境づくりに努めています。

©Futakotamagawa Rise

（ ）

対
レを設置しています。

©Futakotamagawa Rise

こちら
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https://www.rise.sc/facility/


◆ との

（ ）

©Futakotamagawa Rise

（ ）

©Futakotamagawa Rise

（ ）
食 店舗 店

マルシェが定期的に開催されています。

©Futakotamagawa Rise

◆ス ン ーと 開 への
（ ）

対象
（ ）

対象

＜スポンサーコラボレーションの具体例＞

東急（株）の不動産事業についてはこちら
（ ） こちら
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https://www.tokyu-reit.co.jp/tre/collaboration
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社会（Social）/ 資産運用会社の役職員への取り組み

◆基本的な考え方
資産運用会社では資産運用の礎は人材にあるという認識のもと、以下に重点を置き、「質」、「量」ともに十分な人材を配置及び
育成し、もって、顧客の最善の利益を追求できる組織能力の強化を図っています。

（１）「誠実性及び倫理観」
（２）投資対象地域及び不動産への深い知見と洞察に裏打ちされた「目利き力」
（３）ステークホルダーとの十分な「対話力」

◆人材確保戦略
外部からの優秀な人材の採用に加え、スポンサーである東急（株）等から専門性の高い人材や組織の生産性を高めるマネジメント
能力を持ったリーダー人材、不動産業に関心のある若年層等を出向者として受入れています。また、他社での経験を再び当社で発
揮して欲しいという思いから、自己都合により一度当社を退職した役職員の採用を行うなど、組織力の強化を図っています。

◆人材育成

パフォーマンス評価・フィードバック制度
全正社員を対象に上司・部下間で年に2回以上面談が実施されています。期間内のパフォーマンスに関するフィードバック、
自己キャリア形成に関する相談、会社への要望等を議論する機会を設けることで、意思疎通の取れた透明性のある目標設定・
評価フィードバック体制を構築しています。

人材確保・採用戦略

＜評価プロセス＞

各種研修の実施
人事ビジョンとして「人材育成を通じて、組織力の強化を図る」を掲げ、会社全体のエンゲージメント向上や専門知識・能力
の向上を図り、様々な研修を実施しています。

・コンプライアンス研修（PM会社及びスポンサー会社関係者（希望者）も対象）
全役職員（派遣社員を含む）のコンプライアンス意識の向上、基礎的な知識の定着に加えて、コンプライアンス部の着眼点に
ついて理解を深め、業務で直面する応用的な論点についても、自ら考え対応出来る力を養うことを目的に外部講師を招聘し、
階層別でのコンプライアンス研修を実施しています。

コンプライアンス研修のテーマについてはこちら

・サステナビリティ研修
全役職員（派遣社員を含む）のESG意識の向上、基礎的な知識の定着によるESG施策の更なる推進を目的に外部講師を招聘し、
サステナビリティ研修を実施しています。

サステナビリティ研修（2022年）

・階層別研修（全正社員（出向者を除く））※出向者は出向元にて受講

階層別に求められるスキルや要件に基づき、個々の「強み」「課題」を把握し、上司との対話を行ったうえで、個々人に合っ
た適切な外部研修を実施しています。

・管理職研修
新任管理職の正社員（出向者を除く）を対象に部下指導・育成力、業務管理力、リスク管理力といった管理職に必要なマネジ
メントスキルを習得可能な外部研修を実施しています。

・25歳研修
25歳前後の正社員（出向者を除く）を対象に直面しやすい課題とそれに対する対策を学び、仕事の姿勢を改めて見直した上
で、今後の目標設定を行う外部研修を実施しています。

・新人研修
新入社員の心得や常識、仕事に臨む姿勢、現場で求められる行動について学び、仕事を始めるために必要な前提知識・スキル
を獲得することを目的とした外部研修を実施しています。

・外部の専門機関によるプログラム
一般社団法人不動産証券化協会の教育制度である「不動産証券化認定マスター（ARES Certified Master）」（不動産と金融分
野の実践的な専門知識を体系的に学ぶことのできる教育プログラム）を活用しています。この資格を取得する際の費用を全額
資産運用会社が負担するほか、資格取得者の研修やセミナー等の受講による専門能力の向上に関しても同様に費用を負担する
などの支援を行い、人材育成の強化を図っています。

・東急グループ研修
東急グループ人材ネットワーク研究会、WE（Women Empowerment）セミナー（女性活躍を後押しするための研修）、不動
産人材育成プログラム等、スポンサ ーである東急（株）及び東急グループ各社が主催する研修に希望する役職員を派遣してい
ます。

・キャリア入社社員向け入社時研修、新入社員向けコンプライアンス研修
新規採用の役職員に対し、入社時に研修を実施しています。新入社員向けのコンプライアンス研修では、全役職員（派遣社員
を含む）の行動実践手続等を定めた「東急REIMコンプライアンス・マニュアル」の説明を行うほか、新入社員のコンプライア
ンスに対する意識向上に努めています。
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（ ）

2020年度 2021年度 2022年度

研修を受けた役職員の割合（注2） 95.6％ 95.6％ 100％

（ ） 9.9時間 18.1時間 20.0時間

（ ） 2,107千円 2,661千円 3,409千円

（ ）
（注2）各年度末に在籍している役職員のうち各年度中に研修を受けた役職員数÷各年度末に在籍している役職員数により算出しています。
（注3）各年度末に在籍している役職員を対象に算出した各年度の総研修時間÷各年度末に在籍している役職員数により算出しています。
（ ）

（ 対象）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

９名 10名 24名 27名 13名 12名

（ ）

◆ （ ）の 戦略と
（ ）

（ ） こちら

対

う、環境整備に取り組んでいます。

す

※出向者は出向元の制度に準ずる

＜その他の取り組み＞

・サテライトオフィス「New W （ ）

（ ） （ ）
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シニア社員の活躍
資産運用会社では、60歳以上の役職員の再雇用を制度として導入しています。シニア社員の再雇用時には面談を実施し、
個々人の就労意欲に見合った働き方が可能となるような取り組みを行っています。また、再雇用時についても他の役職員と同
様の休暇制度や資格取得制度が利用可能となっています。

従業員満足度調査
全ての役職員が働きやすい職場環境づくり、役職員と会社との間で良好な関係を構築するための取り組みの一環として、全役
職員（派遣社員を含む）を対象として、アンケート調査を実施しています（2023年度　回答率85.4%）。
また、この調査結果について役職員に対しフィードバックを行い、順次改善を検討するなど、より良い職場環境の構築を推進
しています。

＜取り組み例＞
・高性能PCへの切替
・社内会議室へのモニターの設置
・コミュニケーション促進や快適性の向上を目指し、資産運用会社執務室リニューアル工事を実施
・社用スマホの切替

福利厚生制度
東急（株）と連携して、役職員とその家族の福利を充実させるため、法律で定められた健康保険などの福利厚生制度（法定福
利）以外にも、独自の福利厚生制度（法定外福利）を提供しています。

＜主な福利厚生制度＞

共済組合制度の主な内容
１．医療および健康管理に対する助成
　　医療給付金や検診補助金の給付
２．贈与金（慶弔金）の給付
　　各種祝い金（結婚、出産、入学など）や災害見舞金などの給付
３．余暇活動の補助

　指定保養所補助金（指定施設での宿泊料金などの補助）の支給や優待施設での料金割引

役職員の健康
・衛生委員会の開催（月1回）
・産業医による役職員との面談、職場巡視の実施
・インフルエンザ予防接種費用の全額補助
・職域接種による新型コロナウイルスワクチン接種の機会提供

ハラスメント等への対応
資産運用会社は、ハラスメントのない健全な職場環境の確保を企業の責任と考え、「ハラスメント防止方針」を定めています。
この方針は、全役職員（派遣社員を含む）が対象となっており、処分、相談窓口、相談・苦情があった場合の対応手順等につい
て定めています。

・ハラスメント相談窓口
全役職員（派遣社員を含む）は相談窓口担当者に相談及び苦情を申し出ることができ、担当者が該当すると判断した事例に
は、被害者に対する配慮のための措置および行為者に対する措置を講じ、再発防止策を講じるなど適切に対処します。なお、
相談および苦情への対応に当たっては、関係者のプライバシーは保護されるとともに、相談者はもちろん、事実関係の確認に
協力した役職員に不利益な取扱いは行わないこととしています。

・コンプライアンス相談窓口
コンプライアンス相談窓口についてはこちら

資産運用会社は、2022年に策定した「サステナビリティ方針」において、資産運用の礎は人材にあるという認識のもと、役職員
の多様性を尊重し、個々の能力を最大限発揮できるよう、柔軟な働き方を選択できる環境づくりに努めるとともに、積極的な人材
育成により組織能力の向上を目指すことを掲げています。年齢・国籍・性別・価値観・障がいの有無等によらず、役職員一人ひと
りがその能力を十分に発揮し、いきいきと働ける職場環境の整備に取り組んでいます。

◆DEI推進体制
代表取締役執行役員社長のコミットメントの下、管理統括部長を責任者とし、管理統括部が中心となり、DEIに関する取り組みを推
進しています。また、その内容は必要に応じてサステナビリティ推進委員会にて報告・協議されます。

◆設定目標と実績
有給休暇取得率、育児休暇取得率について目標値を掲げ、役職員が仕事と生活の調和を図り、様々なバックグラウンドを持つ人材
が活躍できるような環境づくりに努めています。

DEI（Diversity, Equity and Inclusion）関連の取り組み

＜取り組み例＞
・定期的に取得状況のモニタリングを行い、年休取得日数が少ない従業員の上司に対して年休取得を促す働きかけを実施し、法
定である年間5日以上の有給休暇取得を促進
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＜実績＞

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

男性 ー 100％ 100％ 100％

100％ 100％ 100％ 100％

合計 100％ 100％ 100％ 100％

＜取り組み例＞
・全役職員に対して説明会を開催
・ 面
・ 対 面

◆

ダイバーシティ研修の開催（2023年）
（ ）

対象に研修を実施しています。

ダイバーシティ研修（2023年）

スポンサーの取り組み
（ ） （ ）

（ ） （ ） こちら

◆
（ ）

（ ） （ ）

社会の実現と企業価値の向上を図ってまいります。

こちら

◆ ー のス ーク ーとの対

ンター」を開設しています。

東急お客さまセンターについてはこちら

◆ 関

（ ）
（ ）

2020年度 2021年度 2022年度

0件 0件 0件

解雇の有無 0名 0名 0名

◆
対 面

の

労働基準

◆ る の 同 ・同 の

査

◆ 関連の ・事
（ ）
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役職員データ
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実効性の高いガバナンスを確保した
プロセスの整備・運用………………………………23

コンプライアンス・リスクマネジメント
の推進………………………………………………26

資産運用会社のコンプライアンス・
リスクマネジメントに関する各種取り組み……28

ガバナンス（Governance）C O N T E N T S



ガバナンス（ ）

　本投資法人及び資産運用会社では、優れたガバナンスは競争力の源泉であり、投資主価値向上に資するものと位置付けています。
本投資法人の発行する投資証券がグローバルプロダクト（国際的金融商品）として内外のあらゆる投資家の投資対象となるよう、グ
ローバル・スタンダードでみても充分な評価に足るガバナンスの設計及びその整備を進め、着実な運営を行っています。

◆ガバナンス体制（ ）

東急REITのガバナンスストラクチャー

の ガバナンス スの ・ 役員の選任

り、投資主総会の決議を経て選任されます。

＜選任理由及び役員会への出席状況＞

役職名 選任理由

役員会への出席状況

（第39期） （第40期）

経営管理や事業戦略に係る幅広い業務経験と
（ ）

者であるため。

―
100%
(注)

監督役員
法律事務所の経営に携わり、経営者として幅

監督することが期待されるため。

100% 100%

監督役員
査

督することが期待されるため。

100% 100%

（ ）

 現任役員の略歴はこちら

＜役員のスキルマトリックス＞

役職名 企業経営 不動産投資
・

財務・会計 監査
・リスク管理

法務・コンプラ
イアンス

〇 〇 〇

監督役員 〇 〇 〇

監督役員 〇 〇 〇

対

◆ の報
（ ）

められており、役員会にて報酬を決定します。
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＜役員報酬の状況＞

役職名 主な兼職等

報酬の総額

（第39期） （第40期）

東急リアル・エステート・インベストメン ―
（注）

―
（注）

監督役員 300万円 300万円

監督役員
査 食

会社社外監査役を兼職
300万円 300万円

 

（ ）

◆会 の報
査

名称

報酬の総額

（第39期） （第40期）

査 （ ）
1,400万円

(注2)
1,000万円

査 査

◆ 会 の報

こちら

◆ガバナンス体制（ 会 ）

取締役会 （ ）
対

コンプライアンス・
リスクマネジメント委員会

（ ） （ ）
会の要請に従い、コンプライアンス及びリスクマネジメントに関する重要な事項（利害関係を

必要と認めた事項を含みます。）、ならびに利害関係者取引規程の規定内容の妥当性につき審
対 （ ）

インベストメント委員会

（
）

画」の策定及び変更、ポートフォリオ全体の資産配分ならびに個別物件についての投資判断等
対

（ ）
対象

対

す。

サステナビリティ推進委員会

監査役

査 （ ） 査 査
査 査 査

ています。監査役は、原則として取締役会、コンプライアンス・リスクマネジメント委員会及
査

査 査 査 査 査

査

（
） 査

査 査 査
査 査 査

な情報を積極的に提供しています。

（
）（ ）

れます。

リ の と リ への対策

対

の に対する 体制

調査

対 対
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◆ 制

「内部統制ポリシー」の策定

性、財務報告の信頼性、事業活動に関わる法令等の遵守ならびに資産の保全に係る内部統制の構築及びその強化を図っていま
す。

スポンサーによる内部統制評価
（ ） （ ）

評価を受けています。

◆ 定 ス

各規程を整備し、これらに基づき適切な意思決定プロセスを構築しています。
（ ） 対象

（ ） 査
（ ）

びコンプライアンス・リスクマネジメント委員会（審議機関）に事前に付議することができ、各諮問機関での承認・審議・答申及
（ ）

＜物件取得売却時の意思決定プロセス＞

◆ 対策

対

「利害関係者」についてはこちら

◆ 報

（注） 当期基準キャッシュフローは、税引前当期純利益に減価償却費及び繰延資産償却費を加えて、特定資産の売却損益及び評価損益の50％相当額を除いた

査
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ガバナンス
（Governance）

国際イニシアティブ／
外部認証・評価

グリーン
ファイナンス

GRIスタンダード
対照表

https://www.tokyu-reit.co.jp/about/interest


◆

査対象 対
査 査 対

査 査 対象
している場合には、委託した業務所管部署等による管理状況も対象にしています。

査

（１）内部統制システムの状況
（２）苦情等、事故、不正及び法令・規則・資産運用会社の社内規程（東急REIM行動規範等）の違反の未然防止、並びに発見

及び発見後の対処等、コンプライアンス態勢の状況
（３）業務及び運営におけるリスク発生の未然防止及びリスクが顕在化した場合の対処等、リスクマネジメント態勢の状況
（４）個人情報管理及びシステム管理等の情報管理における有効性、効率性、信頼性、遵守性、及び安全性の確保、並びに紛
         失、漏えい、改ざん、破壊、不正アクセス等の事故及び障害発生時の対処等、情報セキュリティ態勢の状況
（５）その他必要な事項

◆ ン ンス

（  
）  

「コンプライアンス・ ポリシー」を制定し、ガバナン 

 
コンプライア

ンス・マニュアル」、「コンプライア （
） 底

しています。

コンプライアンス態勢

ン ンス・リスク ン の

・コンプライアンス統括責任者（CCO）

（ ）
ています。 また、「コンプライアンス・リスクマネジメント委員会規程」に基づき、コンプライアンス及びリスクマネジメント

（
要と認めた事項を含みます。）、ならびに利害関係者取引規程の規定内容の妥当性に関する事項が適切にコンプライアンス・リス
クマネジメント委員会に付議されていることを確認しています。
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対照表

https://www.tokyu-reit.co.jp/about/compliance


・コンプライアンス・プログラム
コンプライアンスに関する実践計画として、毎年度、コンプライアンス・プログラムを策定し、本プログラムに基づき、コンプラ
イアンスに関する各種施策を実践しています。また、本プログラムの履行・達成状況について定期的に確認を実施するとともに、
その内容に見直しの必要が生じた場合には、その都度内容の見直しを行っています。

・東急REIMコンプライアンス・マニュアル
役職員が業務遂行における基本的姿勢及び遵守すべき関連法令や社内規程等に関する理解を深め、全ての役職員の意識を醸成する
ための手引書として、「東急REIMコンプライアンス・マニュアル」を制定しています。本マニュアルにより培われた意識や知識
が役職員によるコンプライアンス違反の防止や、コンプライアンス態勢の更なる高度化に資することを目的としています。

・社内コンプライアンス研修
倫理・法令、市場ルール（資産運用会社に適用あるグローバル規制を含む）その他社内規程等の実効性を確保するため、適宜、社
内研修を実施し、コンプライアンス態勢の充実・強化及び役職員のコンプライアンス意識の醸成等に努めています。

その他のコンプライアンス研修に関する事項についてはこちら

コンプライアンス研修（2023年）

・コンプライアンス相談窓口
コンプライアンス態勢を補完することを目的として、公益通報者保護法（平成16年法律第122号、その後の改正を含みます。）に
準拠したコンプライアンス相談窓口・ハラスメント相談窓口を開設するなど、コンプライアンス違反行為の未然防止、早期是正及
び再発防止に努めています。全役職員（派遣社員を含む）及び退職者は社内・社外（スポンサー・社外弁護士）のコンプライアン
ス相談窓口・ハラスメント相談窓口に対し、コンプライアンス違反行為等に関する相談が可能です。相談者保護のため、「コンプ
ライアンス規程」において、匿名報告が可能な旨、解雇その他の不利益な処分は行わない旨、相談窓口に相談したことを理由とし
て、相談者の職場環境が悪化することのないように、適切な措置を講じる旨を定めています。

＜コンプライアンス相談窓口への報告・相談件数＞

2020年度 2021年度 2022年度

資産運用会社 0件 0件 0件

東急株式会社ヘルプライン※ 294件 260件 341件

※東急株式会社ヘルプライン

スポンサーである東急（株）は、不正・不祥事を含むコンプライアンス課題の早期発見、是正を図るため、内部通報窓口「東急株式会社ヘルプライン」を設置・周知しています。「東急株式

会社ヘルプライン」には、社内のほか弁護士事務所にも窓口があり、東急（株）グループの従業員（取引先を含む）などからの通報・相談に対応しています。

＜ハラスメント相談窓口の受領件数（社外窓口への件数も含む）＞

2020年度 2021年度 2022年度

資産運用会社 0件 0件 0件

・コンプライアンスチェック
コンプライアンス統括責任者（CCO）及びコンプライアンス部は、業務執行における法令や社内ルール等の遵守状況を確認し、日
常の業務執行においても、投資法人が資産運用会社の利害関係者と行う取引をはじめとした各種取引実施時や、社内ルール制定・
改定時等に、コンプライアンスチェックを行っています。
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https://www.tokyu-reit.co.jp/sustainability/social_employees


◆リスク ン

第１線 第２線 第３線

リスク管理モニタリング機能 内部監査機能

・所管業務に内在するリスクに関し、第一
義的責任を有する。

・自律的なリスクマネジメント（リスクの
識別・評価・対応）を行う。

・自律的リスクマネジメントを適切に行う
ため、重要リスクについてキー・コント
ロール（リスクを最も効果的に低減する
コントロール）を設計、適用の上、それ
を文書化して適正に運用するとともに、
運用においては十分な証跡を残す。

・リスクマネジメントの枠組みを構築、
改善する。

・第1線が行うリスクマネジメントの実
効性を支援する。

・第1線が行う統制自己評価機能のモニ
タリングを行う。

 
　を保持し、第1線、第2線の活動を検
　証、評価する。
・第1線、第2線が主張していることが

・第1線、第2線が主張していることが

価結果をフィードバックし、改善
を促す。

年間リスクマネジメントサイクル

（ ） 対

全社的リスクマネジメント 物件リスクマネジメント

④前年度対応実績及び新たに認識したリスクを踏まえ、リスク対応計画を策定

①

② 、

③ 対 スクを３段階で評価

⑥ 対

⑤対応すべきリスク及び優先順位の決定

①環境変化分析及びリスクの定義を踏まえたリスクの洗い出し

②

④残余リスク評価

③リスク管理状況の評価

危機管理

＜取り組み例＞
・危機管理委員会の設置
・事業継続計画の策定及び危機管理マニュアルの整備
・備蓄品、医薬品等の整備

（ ）

◆

インサイダー取引規制への対応

対
対

対

情報セキュリティ

＜取り組み例＞

対

苦情処理態勢

地震災害への対応
（ ）

会 の ン ンス・リスク ン に関する

28

サステナビリティ
に対する考え方

重要課題の
特定

ステークホルダー
エンゲージメント

サステナビリティ
方針・推進体制

気候変動への
対応

環境
（Environment）

社会（Social）／
社会配慮への取り組み

社会（Social）／資産運用会社
の役職員への取り組み

ガバナンス
（Governance）

国際イニシアティブ／
外部認証・評価
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（ ） （ ）

対

（ ） 対象
（ ） （ ）

（ ）
定めています。

（ ）

ず、これを認めません。

（ ） （ ）

（ ） こちら

対
調査

度、取引先に対する反社モニタリング調査を実施しています。また、全役職員を対象としたコンプライアンス研修等で反社会
対

会 に対する
Basic Policies against Antisocial Forces

対
とおり定めています。

１．平素からの対応
(１) 取引を含めた反

(２) 機関との連携

係を構築します。

２． 有事の対応

(１) 反 からの不当要求の拒絶

(２)
対

対

(３) 組織としての対応
対

対

(４) 法的対抗措置
対 対

以 上

◆委託先へのコンプライアンス取り組み状況の調査
調査 対 調査

定期的に実施し、委託先に対する監督を図っています。

＜主な調査内容＞
・法令等遵守態勢
・利益相反管理

（ ）
・情報管理全般
・苦情への対応

対
（ T）への対応
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シ 認 ・

◆ 連 ーバ ・ ン ク （ C）への
（ ） （ ）

対

東急（株）の国連グローバル・コンパクトへの参加についてはこちら
国連グローバル・コンパクトの詳細についてはこちら

シ

◆気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）
（ ）

組織である「TCFDコンソーシアム」に参加しています。
TCFD（T ）

（ ） 対

います。

T こちら

◆

テ

ル」の評価を取得しました。

GRESBは、不動産会社・ファンドの環境・社会・ガバナンス（ESG）配慮を測る年次のベンチマーク評価及びそれを運営する組織
（ ）

◆ C

リ 対 対
段階で評価されます。

認 ・

※The use by TOKYU REIT of any MSCI ESG RESEARCH LLC or its affiliates (“MSCI”) data, and the use of MSCI logos, trademarks, service marks or index names herein, do not 
constitute a sponsorship, endorsement, recommendation, or promotion of TOKYU REIT by MSCI.  MSCI services and data are the property of MSCI or its information providers, 
and are provided “as-is” and without warranty.  MSCI names and logos are trademarks or service marks of MSCI. 

スポンサーである東急（株）では、鉄軌道事業を含む企業グループとして初めて2019年4月に署名し、UNGCに署名している日本
企業などで構成されるグローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンに加入しました。「人権・労働・環境・腐敗防止」の4
分野で構成される10原則を支持し、さらなるサステナビリティへの取り組みを推進しており、資産運用会社もグループの一員とし
てUNGCの10原則を支持しています。
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◆ 認 目標

設定目標

＜環境認証の取得状況＞

（ ）

CASBEE
評価認証

BELS認証 LEED認証 合計

取得物件数 12 1 1 14

面 76,193.90㎡ 7,619.56㎡ 23,462.79㎡ 107,276.25㎡

環境認証取得割合
（ 面 ）

37.9% 3.8% 11.7% 53.3%

＊環境認証とは、CASBEE評価認証、BELS認証、LEED認証、DBJ Green Building認証のいずれかをいいます。

面

面 面積は計算しています。

面 面 面

◆C 動 認
（ ）

品質を総合的に評価するシステムとな っています。

リーン ン 認

ンク

CONZE(コンツェ)恵 東急南平台町ビル

ンク

2022年

（ ）

（ ）

QFRONT(キューフロント) cocoti(ココチ) TOKYU REIT
下北沢スクエア

東急番町ビル

TOKYU REIT
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ンク

麹町スクエア TOKYU REIT新宿ビル

◆ 認
ELS（建築物省エネルギー性能表示制度︓Building-Housing Energy-efficiency Labeling System）は、「建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する法律」における省エネ性能の表示の努力義務に対応した、住宅・建築物を格付けする第三者認証制度で
す。国が定める建築物エネルギー消費性能基準に基づく一次エネルギー消費量から算出されるBEI（Building Energy Index）の
値によって評価されます。

本制度に基づく評価・表示は、評価協会会員である登録住宅性能評価機関、指定確認検査機関あるいは登録建築物調査機関のう
ち、BELS業務を実施する機関としての届出を行った機関が実施することとされています。

評価結果は星の数（1つ～5つ）により表示されます。

本投資法人の運用物件で取得しているBELS評価は以下の通りです。

2021年

（ ）

◆ D認
EED（Leadership in Energy and Environmental Design）（注）は、非営利団体米国グリーンビルディング協会（USGBC）が

開発・運用し、Green Business Certification Inc.（GBCI）が認証の審査を行っているビルト・エンバイロメント(建築や都市の
環境)の環境性能評価システムで、コストや資源の削減を進めながら、人々の健康に良い影響を与え、再生可能なクリーンエネル
ギーを促進する建築物を認証するシステムです。
LEEDには、「BD＋C(建設建物および建設)」「ID＋C（インテリア設計および建設）」「O+M（既存ビルの運用とメンテナン
ス）」「ND(近隣開発)」などの評価分野があり、評価結果は評価分野ごとに定められた評価指標の合計値に応じたランク
（Platinum、Gold、Silver、Certified）の4段階で表示されます。

本投資法人の運用物件で取得しているLEED認証は以下の通りです。

（ ）  （世界初）

「LEED （ ）  

（ ） （ ）  
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◆ 認
HEP（ハビタット評価認証制度︓Japan Habitat Evaluation and Certification Program）は、米国連邦政府が開発した、ハビ

タット評価認証（HEP︓Habitat Evaluation Procedures、生きもののくらす環境の観点から環境を定量的に評価する手法）の
環境評価手法をもとに、公益財団法人日本生態系協会が日本において適用可能な形に改良し、2008年に創設したもので、生物
多様性の保全への貢献度を、客観的・定量的に評価、認証し、可視化できる国内唯一の認証制度です。

生物多様性の価値を事業の前後で比較し、事業後の価値が事業前と同等またはそれ以上のものを、生物多様性に貢献する事業と
して認証し、評価結果は「AAA」から「B+」までの6段階で評価されます。

本投資法人の運用物件が取得しているJHEP認証は以下の通りです。

a街区管理組合に属しています。
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グリーンファイナンス

本投資法人は、環境問題の解決に資する投資への資金調達（グリーンファイナンス）を通じて、持続可能な環境・社会の実現に
貢献するため、またESG投資に関心を持つ投資家層の拡大を通じた資金調達基盤の強化を図るため、以下のとおり、グリーンファ
イナンス・フレームワークを策定しています。

◆資⾦使途
グリーンファイナンスで調達された資金（以下、「調達資金」といいます）は、以下のグリーン適格クライテリア（1）を満たす
資産（以下、「グリーンビルディング」といいます）の新規取得資金、グリーン適格クライテリア（2）を満たす改修工事等（以
下、「改修工事等」といいます）の資金、またはそれらに要した借入金または投資法人債のリファイナンス（以下、「借入金等の
リファイナンス」といいます）に充当します。

◆グリーン適格クライテリア

（1）グリーンビルディング
以下の①から④の第三者認証機関の環境認証のいずれかについて、グリーンボンドの払込期日時点もしくはグリーンローンの借

入実行日時点で有効な認証を取得済みまたは今後取得予定の建築物
①DBJ Green Building認証︓5つ星、４つ星または３つ星
②CASBEE評価認証︓Sランク、AランクまたはB+ランク
③BELS認証︓5つ星、４つ星または３つ星
④LEED認証︓Platinum、Goldまたは Silver (最上位から3段階)

（2）改修工事等
以下の①から③のいずれかを満たす改修工事等
①グリーン適格クライテリア(1)の認証のいずれかについて星の数またはランクの1段階以上の改善を意図した改修工事
②エネルギー使用量、温室効果ガス排出量または水使用量のいずれかを30%以上削減することが可能な改修工事
③再生可能エネルギーに関連する設備の導入または取得

◆プロジェクトの評価及び選定プロセス
グリーンビルディング及び改修工事等の評価・選定に際しては、資産運用会社において、財務・IR部がサステナビリティ方針とグ
リーン適格クライテリアに基づき適合性を検討し、サステナビリティ推進委員会の確認を経て、執行役員社長が評価及び選定を行
います。また、その内容は資産運用会社取締役会及び投資法人役員会にて報告されます。

◆調達資⾦の管理
未充当資金が生じた場合には、調達資金は現金または現金同等物にて管理します。全額充当後も、対象の投資法人債の償還または
借入金の返済までに、資金使途となっていた資産が売却または毀損等により資金使途の対象から外れる場合、一時的に発生する未
充当資金はポートフォリオ管理（注）にて管理します。

（注）「ポートフォリオ管理」とは、決算期毎にグリーンファイナンス残高の合計額が、グリーン適格負債額を超えないことを確認する管理方法です。なお、グリーン適格負債額とは、グ

リーンビルディングの取得価額の合計額×総資産LTV （期末時点）＋改修工事等に投じた金額で計算し、グリーンファイナンス残高の上限額とします。

グリーンファイナンス・フレームワークの概要

（2023年12月27日時点）

グリーンビルディング
取得価額合計

（2023年7月期末時点）

総資産LTV
（2023年7月期末時点）

改修工事等に
投じた金額

（2023年7月期末時点）

グリーン適格
負債額

（2023年7月期末時点）

グリーンファイ
ナンス残高

136,109百万円
（13物件） 43.3% ― 58,935百万円 19,000百万円

◆レポーティング

資⾦充当状況にかかるレポーティング
＜グリーンボンド＞

（2023年12月27日時点）

名称 総額 発行日 償還期限
グリーンファイ
ナンス充当額

グリーンファイ
ナンス未充当額

第９回無担保投資法人債
（特定投資法人債間限定
同順位特約付）

2022年
10月14日

2027年
10月14日 3,000百万円 ―

第10回無担保投資法人債
（特定投資法人債間限定
同順位特約付）

2023年
1月23日

2033年
1月21日 3,000百万円 ―

合計 6,000百万円 ―
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　＜グリーンローン＞

（2023年12月27日時点）

名称 総額 借入実行日 返済期限 グリーンファイ
ナンス充当額

グリーンファイ
ナンス未充当額

大同生命保険 500百万円 2022年
12月26日

500百万円 ―

三菱UFJ銀行をアレンジャー
とする協調融資団（※） 5,000百万円 2023年

1月30日
5,000百万円 ―

信金中央金庫 1,000百万円 2023年
1月30日 1,000百万円 ―

三井住友海上火災保険 1,000百万円 2023年
1月30日 1,000百万円 ―

大同生命保険 1,500百万円 2023年
3月10日 1,500百万円 ―

日本生命保険 500百万円 2023年
7月31日 500百万円 ―

日本生命保険 1,500百万円 2023年
10月10日

1,500百万円 ―

みずほ銀行 2,000百万円 2023年
12月27日 2,000百万円 ―

合計 13,000百万円 13,000百万円 ―

※協調融資団は、福岡銀行、山形銀行、八十二銀行、関西みらい銀行、京都銀行、七十七銀行、千葉銀行、常陽銀行、西日本シティ銀行により組成されます。

2028年
12月26日

2030年
1月30日

2027年
1月30日

2027年
1月30日

2028年
3月10日

2029年
1月31日

2031年
10月10日

2026年
12月27日

環境改善効果にかかるレポーティング
＜グリーンビルディング＞

（2023年12月27日時点）

2022年1月期（第37期）認証取得物件

物件名 取得価格 CASBEE不動産評価認証 LEED認証

麹町スクエア 9,030百万円 A ―

TOKYU REIT新宿ビル 9,000百万円 A ―

2022年7月期（第38期）認証取得物件

レキシントン青山 4,800百万円 S ―

CONZE（コンツェ）恵比寿 5,116百万円 S ―

東急南平台町ビル 4,660百万円 S ―

QFRONT（キューフロント） 15,100百万円 A ―

東急虎ノ門ビル 18,550百万円 A ―

東急番町ビル 13,780百万円 A ―

TOKYU REIT渋谷宮下公園ビル 6,000百万円 A ―

cocoti（ココチ） 24,500百万円 A ―

TOKYU REIT下北沢スクエア 2,257百万円 A ―

東京日産台東ビル（注1） 3,115百万円 A ―

2023年1月期（第39期）認証取得物件

二子玉川ライズ（注2） 20,200百万円 ―
ゴールド

（ND, NC）

（注1）2023年7月31日に準共有持分の30%を譲渡しました。

（注2）2023年1月期（第39期）中に本物件を取得しました。
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＜環境パフォーマンスデータ＞

エネルギー
使用量(GJ)

温室効果ガス
排出量(t-CO₂)

水使用量
(㎥)Scope１ Scope２ Scope３

2022年度
（2022年2月～2023年1月）

22,879
（127,865） 390 11 28 351 22,632

（70,806）

＊2023年1月期末（第39期末）時点のグリーンビルディングを対象とし、2022年度（2022年2月～2023年1月）の使用量の合計値を記載しています。なお、共有又は区分所有物件につ

いては持分換算を行っています。

＊エネルギー使用量および水使用量は、本投資法人が管理権原を有する部分を対象に算定しており、括弧内はテナントによる排出量を含めた実績値を記載しています。

＊Scope1は共用部分における都市ガスの使用量、Scope2は共用部分における電気、温冷水、蒸気の使用量、Scope3は専用部分およびテナント直契約分の電気、温冷水、都市ガスの使用

量をそれぞれ記載しています。

◆外部機関の評価
本投資法人は、グリーンファイナンス・フレームワークの適格性に関して、第三者評価機関である株式会社日本格付研究所
（JCR）より、「グリーンファイナンス・フレームワーク評価」の最上位評価であるGreen 1（F）を取得しています。

詳細はＪＣＲのホームページをご覧ください。　https://www.jcr.co.jp/greenfinance/
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